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義が軍事化・先端産業化を一層すすめるなかで,   70年代の石油危機下の合理化をつうじて欧日の経
1)  1960年代 迄の経済摩擦に ついては,  Wiliam,  P.,    "Linneberry,  The United States in World Affairs", 1970., 鹿島研


















に端的に示されている4)。ちなみに自動車生産額の世界中シェアは,   63年時点ではアメリカが48 ％,




に日本への対日規制圧力が増大してくる。その結果，日本は,   77年から鋼材輸出がトリーガー価格
規制をうけ，同77年からテレビに関しても輸出自主規制が要求されてくる。ちなみにアメリカのイ
ニシアティブの確立を狙った東京ラウンドにおいては関税引き下げ交渉(79年7 月に交渉締結)に加え
てダンピング防止協定等10 本の非関税措 置にかんする協定が策定されている。しかしそれに も不
満をもつus スチール社は,   80年に対EC 訴訟を起し82年には日本にたいする普通鋼救済措置を要求
2 ）行天・黒 田「 日米経 済問題100の キーワード」 有斐閣,   1992年，92 頁。
3) 経済摩擦については， 石崎 ・佐々木・鈴木・春 田『現代のアメリカ経済』東洋経 済新報社，1983 年,   205- 6 頁。
4)  Dorothy B.S.Christelow,     "When Giants Converce The Role of U.S. Japan Direct Investment", M.E.Sharp,
 Inc., 1995,  p.52.
5)  John E.Spero,    "The Politics of International Economic Relations", ジョーン・E ・ スペロ（小林 ・首藤 訳) 『国際経 済






さらに83年7 月にアメリカ大統領が特殊鋼5 品目にかんする輸入制限措置を決定し，同年10 月特殊
















































7)   Ostry, S. and Nelson, R.R.,  "Techno-Nationalism and Techno Globa 】ism, Confrict and Cooperation", BrookingsInstitution Washington DC, 1995,
  p.36.
8 ）UN,    "world trade Anual", 1970,  1991 より算出。
9 ）Ostry,  S.  and Nelson, R.R.,  op.cit., p.62.: ジョー ン・E ・スペ ロ， 邦訳前掲書,   86-7 頁。
10) し かもア メリカ政府に とっては対外交渉におけ る政 府の役割 が米欧間で異なってい たこ とが基本的・構 造的障害 となって
い た。ともあれ米 欧政府間で電信・重電 機交渉が70年代に始 まり，補助 金問題を足がか りに東 京ラウンド で政府間購 入協 定(79
年）が成果となる(Ostry,  S.  and Nelson, R.R..  op,  cit., pp.64.  66 ）.






























12)  UN,  op.  cit., 1971,   1992より算出。
13） 野村昭夫編著，前掲書,  92頁。
14) 鴨武彦 「EC 域 内市場統合 の政治的意義 と課題」 日本EC 学 会編『EC 学 会年 報』第10号(1990 年）,   78頁。
15）黒岩達 男教授は， 電機・エレ クト ロニ クスが世界的に最 も成長性が 高いとしている（黒岩達男「貿易 構造から見たEC 産業競
争力の変化 」『EC 学会年報』第10号（1990 年),   103頁）。
16）UN,    "Yearbook of International Trade Statistics", 1992,   Vol.2,  p.66.
17)  UN,  op.  cit., 1989, 1991 より算出。
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 Christelow, op.cit., pp.104, 103-105）


























たしかにアメリカは一方で技術の遅れを取り戻すため，ブ ッシュ大統領の92年1 月28 日の「一般教
21) 行 天・黒田，前掲 書, 112- 3, 432 頁。
22）平井教授 も同様 な趣旨の 指摘をしている（平井 規之「 パ クスアメリガーナの現状と ポスト冷 戦のアメリカ対外政策」「経済と
社 会」 第1 号，創 風社(1994 年1 月）,   54頁）。
23) 野 村昭夫編著， 前掲 書,   93- 4 頁。
24) たとえば売上 高に たい する民問の研究費の比率では,   83年に アメリカが0.6％に すぎないなど日本の1.5％ に比較し ても大
き く遅 れていた（高橋文夫「ア メリカ鉄鋼業 の衰退と再編の動向」『経済』(1992 年5 月）,   71-72頁）。






























26) 池本清「日本 をめ ぐる摩擦の種 は尽 きず」「世 界経済評論」(1992 年3 月）,   40頁。27)
行天・黒田，前掲書,   459-461頁。
28） 同書,   134頁。






























30) 行天・黒田，前掲書,   452頁。














※　こ の論文 は， 東洋大学「井上円 了研 究助成」に よる成果の一部 である。 深く感謝す る。
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